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富士山火山防災対策共創事業業務委託に係る 

企画提案実施要項 

（公募型プロポーザル方式） 

 

次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査の上、最良の提案をした者を

随意契約の相手方の候補者とする手続（公募型プロポーザル方式）を実施する。 

 

１ 業務の目的 

令和５年６月、活動火山対策特別措置法（活火山法）の一部を改正する法律が公布され、

令和６年４月の法施行により国に設置される火山調査研究推進本部の下、火山に関する観

測、調査、研究が一元的に推進されるとともに、地方自治体においては、情報通信技術の活

用等を通じて、火山現象の発生時における住民や登山者等の円滑かつ迅速な避難のために

必要な情報を迅速かつ的確に伝達することや専門家の育成や確保に努める等が求められて

いる。 

また、本県でも、令和５年３月、富士山火山避難基本計画を策定したが、住民及びインバ

ウンド需要の回復に伴い増加した登山者・観光客を対象として、富士山が噴火した際に「短

時間で多くの人々を安全かつ確実に避難させる必要」があることから、富士山火山防災対

策の更なる充実・強化が求められている。 

しかし、火山防災対策の充実・強化にあたって必要不可欠となる、火山防災対策に資す

る製品やシステム等の開発については、火山研究機関である富士山科学研究所「官」（県、

市町村等）や火山についての基礎研究を行う「学」（研究所、大学等）などの公的機関だけ

では対応できない。その解決には「民」（産業界）の力が必要であるが、発生頻度の低い火

山災害に関する知見が産業界では十分でない。 

これを踏まえ、本県の充実した火山研究の知見を活用して火山防災に取り組もうとする

企業を支援・育成して産業化し、タイアップして防災力の向上に繋げていくことを目的と

する。 

 

２ 業務の概要 

(1)委託業務名称 

富士山火山防災対策共創事業業務委託 

(2)業務内容 

別紙「富士山火山防災対策共創事業業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）のと

おり 

(3)契約期間 

契約締結の日から令和７年３月３１日（月）まで 

(4)委託料上限額 

金5,900,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

ただし、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案内容の規模を示
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すためのものである。 

(5)契約者（発注者） 

山梨県富士山科学研究所副所長 

 

３ 企画提案の参加資格 

資格者は、次の全ての要件を満たす法人または団体とする。 

(1)法人税、法人事業税、消費税を滞納していない者であること。 

(2)募集開始の日から審査結果通知日までの間に、「山梨県物品購入等契約に係る指名停止

措置要領」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

(3)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申し立て、または民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づき民事再生手続開始の申し立ての手続を行ってい

ない者（更生手続開始または民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）であること。 

(4)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条第６号

に規定する暴力団員でないこと、または法人にあっては、その役員が暴力団員でないこ

と。 

(5)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 

(6)法人の役員等（非常勤の役員を含む。）に次のいずれかに該当する者が含まれていない

こと。 

・成年被後見人、被保佐人、契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた被補助人また

は営業を許可されていない未成年者 

・破産者で復権を得ない者 

・禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでまたはその執行を受けることがなく

なるまでの者 

 

４ 企画提案書等の提出 

(1)提出書類 

提出書類 様式 留意点 部数 

①参加表明書 様式第１号 添付書類として、次の書類を全て

添付すること。 

・登記事項証明書（履歴事項全部

証明書または現在事項全部証明

書） 

・法人税、消費税及び地方消費税

に未納がないことの証明書（その

３の３）【税務署発行】 

※いずれも、３箇月以内に取得し

た原本とする。 

１部 
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②誓約書 様式第２号  １部 

③企画提案書 様式第４号 

※企画提案書本体

は任意様式とする。 

仕様書に記載の実施内容につい

て網羅するとともに、次の項目に

ついても記載すること。 

・業務実施体制（体制図） 

・類似業務の実績（業務名、発注

機関名、契約期間、業務の概要等） 

・実施方針、工程 

※仕様書の記載事項以外の提案

や内容変更に関する提案があれ

ば提案書に記載すること。内容に

よっては、双方協議の上、仕様書

の修正を行い、契約を行う。 

６部 

④会社概要 任意様式 名称、代表者氏名、所在地、従業

員数、資本金等について記載する

こと。また、パンフレットなど参

考となる資料があれば添付する

こと。 

６部 

⑤見積書 任意様式 仕様書の実施項目及び費目ごと

の内訳を明示すること。 

６部 

 

(2)提出期限 

・前記(1)①及び②の書類（参加表明書等） 

令和６年２月２７日（火）１７時まで（必着） 

・前記(1)③～⑤の書類（企画提案書等） 

令和６年３月８日（金）正午まで（必着） 

(3)提出先及び問い合わせ先 

〒403-0005 山梨県富士吉田市上吉田字剣丸尾5597-1 

山梨県富士山科学研究所 総務・企画課 

TEL 0555-72-6211 

メールアドレス fujisanlb@pref.yamanashi.lg.jp 

(4)提出方法 

持参または郵便等により、期限までに必着のこと。 

なお、郵便等による提出の場合は、投函日等を電子メールにより連絡すること。 

 

５ 企画提案に係る質問及び回答 

(1)受付期間 

令和６年２月６日（火）～令和６年２月２７日（火）１７時まで 
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(2)質問方法及び送付先 

提案に関する質問書（様式第３号）により電子メールにて次の宛先に送信すること。 

山梨県富士山科学研究所 総務・企画課 fujisanlb@pref.yamanashi.lg.jp 

(3)回答方法 

質問への回答は、令和６年３月１日（金）までに随時、参加表明書の提出者全員に電子

メールで送付する。 

(4)その他 

・電話や口頭での質問には応じない。 

・質問書の内容に疑義が生じた場合は、質問者に問い合わせることがある。 

・本企画提案に関係のない質問や本企画提案の公平性を保てないと判断した場合は、回

答しないことがある。 

 

６ 候補者選定方法等 

(1)選定方法 

提出された企画提案書等について、(2)の審査基準に基づき、複数の審査員により審査

し、合計点が第１位の者を候補者とする（書面審査）。合計点が同一の場合は、審査員

による協議の上、候補者を選定する。なお、合計点が最も高くても、仕様書に沿わない

項目がある場合や得点が著しく低い項目がある場合は、候補者として選定しない場合が

ある。 

(2)審査基準 

別紙「審査基準表」のとおり 

(3)選定結果の通知 

選定結果は、企画提案書等の提出者全員に令和６年３月１９日（火）までに書面により

通知する。 

(4)契約手続 

・(1)により選定された候補者と協議を行い、随意契約により契約を締結する。この際、

企画提案書の内容を踏まえ、仕様書の変更についてもあわせて協議する。 

・第１位の候補者との協議が整わず契約の見込みがない場合は、次点の者と協議を行う。 

 

７ 企画提案の無効 

次のいずれかに該当する者の企画提案は無効とする。 

(1)提案に参加する資格のない者が提案したとき。 

(2)所定の日時及び場所に企画提案書類等を提出しないとき。 

(3)提案に関して談合などの不正行為、または参加に際して事実に反する申し込みや提案な

どの不正行為があったとき。 

(4)提案者が、他者の提案の代理をしたとき。 

(5)企画提案の審査員または担当部局職員に対して、直接または間接的に本公募に関し援助

を求めたとき。 
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(6)企画提案書等に虚偽の記載をしたとき。 

 

８ その他 

(1)契約保証金は免除する。 

(2)企画提案に要する一切の費用は、提案者の負担とする。 

(3)契約候補者が、選定から契約締結の間に「３企画提案の参加資格」に掲げる事項を満た

さなくなった場合や、「７企画提案の無効」に該当する事実が判明した場合は契約を締

結しない。この場合において、山梨県は損害賠償の責めを負わない。 

(4)提出された企画提案書等は返却しない。 

(5)本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

(6)企画提案書等の内容については、双方協議の上、仕様書に反映する場合がある。 

(7)災害等不測の事態が生じた場合は、本業務に関する手続を中止・延期することがある。 

(8)この要項に定めのない事項については、その都度発注者が決定する。 

(9)参加表明後に企画提案書の提出を辞退する場合は、辞退届出書（様式第５号）を企画提

案書の提出期限までに提出すること。なお、応募辞退は自由であり、今後、当該辞退に

よる不利益な取り扱いはしない。 

 

９ 企画提案に係る日程（予定） 

(1)募集開始            令和６年２月 ６日（火） 

(2)参加表明書等提出期限      令和６年２月２７日（火）17時 

(3)質問票提出期限         令和６年２月２７日（火）17時 

(4)企画提案書等提出期限      令和６年３月 ８日（金）正午 

(5)書類審査            令和６年３月１２日（火） 

(6)選定結果通知          令和６年３月１９日（火） 

(7)仕様書等に関する協議      令和６年３月２１日（木）～２２日（金） 

(8)委託契約締結          令和６年３月２５日（月） 
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評価対象内容 番号 項目 評価の観点

1 業務実績
過去に官公庁または地方公共団体からの受注事業等で同種

業務、類似業務または関連業務の実績があるか。
5

2 実施体制

組織体制や人員、業務に必要な専門知識を有する者の配置

など、業務を実施する上での体制が十分に確保されている

か。

10

3 実施方針の妥当性
業務の目的や内容を的確に把握し、妥当なものになってい

るか。
15

4
工程の妥当性、効率

性
日程等に無理がなく、目的に沿った実現性はあるか。 10

5
プランニングコンテ

ストの実施

コンテストの周知方法が効果的であるか。また、コンテス

ト会場は周知に見合ったものとなっているか。
40

6

採択事業者の取組実

施状況に係る報告会

の実施

報告会の実施方法は妥当なものとなっているか。 10

7 その他の提案等
仕様書に記載されている内容以外に有益な提案がなされて

いるか。
5

8 価格
見積額が相対的に安価か。

（5点×応募者中の最低価格／応募者の提案価格）
5

計 100 100

価格 9 見積価格

見積額が委託料上限額の範囲内で、かつ業務内容に対して

妥当なものとなっているか（上限額を上回る場合や著しく

妥当性を欠く場合は失格とする）。

適・不適

15

業務実施方針

等
25

50

配点

その他 10

審査基準表

業務提案

業務遂行能力


